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Ⅰ　提出予定案件
１　一 般 会 計
　(1) 歳入歳出予算
　　ア 総 括 表

　　　一 般 会 計       （単位：千円）

分担金 使用料
負担金 手数料

農 林 水 産 政 策 課

（ 農 地 政 策 室 ） 1,075,391 0 1,075,391 355,728 75 18,505 2,800 698,283

み ど り 戦 略 推 進 課 (7,500) (7,500)

（ 販 売 ・ 物 流 支 援 室 ） 1,485,586 15,000 1,500,586 636,799 106 20,445 153,538 689,698

826,508 0 826,508 572,132 7,013 5 6,100 241,258

1,104,785 0 1,104,785 145,620 30,883 1,826 13,072 62,450 280,000 570,934

(4,000)

4,772,726 4,000 4,776,726 1,199,603 43,408 965 1,953,619 45,731 255,000 1,278,400

630,458 0 630,458 38,720 5 64,441 5,500 126,000 395,792

373,260 0 373,260 3,441 6,159 177 363,483

農林水産総合技術支援センター (100,000)

経 営 推 進 課 4,895,627 100,000 4,995,627 569,971 18,156 47,420 1,046,819 571,400 186,000 2,555,861

(20,300)

2,188,988 20,300 2,209,288 1,285,070 19,500 2,815 17,200 495,308 79,000 310,395

10,352,604 0 10,352,604 4,192,569 1,257,067 16,100 329,606 21,780 2,726,000 1,809,482

7,287,966 0 7,287,966 4,016,053 112,243 23,750 2,454,000 681,920

(27,800) (100,000) (11,500)

34,993,899 139,300 35,133,199 13,015,706 1,388,810 121,830 117,547 3,399,443 1,388,357 6,106,000 9,595,506

注：（　）数字は、補正額の財源の再掲である。

財　　　　　　　　　　源　　　　　　　　　　内　　　　　　　　　　訳

特　　　　　　　　　　定　　　　　　　　　　財　　　　　　　　　　源

生 産 基 盤 課

補 正 額 計区　　分

国支出金
一般財源

財産収入 諸収入 繰入金 県  債

林 業 振 興 課

補正前の額

畜 産 振 興 課

計

森 林 土 木 ・ 保 全 課

農 山 漁 村 振 興 課

水 産 振 興 課

漁 業 管 理 調 整 課

鳥 獣 対 策 ・ 里 山 振 興 課
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イ　課別主要事項説明

　　みどり戦略推進課

　　（ア）一　般　会　計 （単位：千円）

計 画 調 査 費 277,698 15,000 292,698 ① 地方創生の深化のための支援費 ( 15,000 )

ア　農林水産物等新市場開拓支援事業 15,000

農 作 物 対 策 費 116,113 0 116,113

植 物 防 疫 費 58,724 0 58,724

園 芸 総 務 費 346,274 0 346,274

園 芸 振 興 費 686,777 0 686,777

みどり戦略推進課 1,485,586 15,000 1,500,586
合 計

目　　名 補正前の額 補正額 計 摘　　　　　　　　　　　　　要
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　　林業振興課

　　（ア）一　般　会　計 （単位：千円）

計 画 調 査 費 154,176 0 154,176

林 業 総 務 費 814,871 0 814,871

2,405,993 4,000 2,409,993 ① 林業力倍増基盤整備促進事業費 ( 4,000 )

ア　木材増産マッチング支援事業 4,000

9,000 0 9,000

造 林 費 1,269,463 0 1,269,463

治 山 費 108,602 0 108,602

森林林業研究費 10,621 0 10,621

林 業 振 興 課 4,772,726 4,000 4,776,726
合 計

林 業 振 興
指 導 費

森 林 病 害 虫
防 除 費

目　　名 補正前の額 補正額 計 摘　　　　　　　　　　　　　要
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　　農林水産総合技術支援センター経営推進課

　　（ア）一　般　会　計 （単位：千円）

計 画 調 査 費 144,670 0 144,670

農 業 総 務 費 3,675,202 100,000 3,775,202 ① 農林水産業未来投資事業費 ( 100,000 )

ア　とくしま農山漁村未来投資事業 100,000

農業改良普及費 58,740 0 58,740

農 業 研 究 費 27,582 0 27,582

園 芸 総 務 費 55,366 0 55,366

園 芸 振 興 費 8,000 0 8,000

果 樹 研 究 費 631 0 631

畜 産 総 務 費 211,197 0 211,197

畜 産 研 究 費 134,548 0 134,548

林 業 総 務 費 59,351 0 59,351

森林林業研究費 11,541 0 11,541

水 産 業 総 務 費 169,515 0 169,515

水 産 研 究 費 339,284 0 339,284

農林水産総合技術
支 援 セ ン タ ー 4,895,627 100,000 4,995,627

経 営 推 進 課
合 計

目　　名 補正前の額 補正額 計 摘　　　　　　　　　　　　　要
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　　農山漁村振興課

　　（ア）一　般　会　計 （単位：千円）

計 画 調 査 費 880 0 880

農 業 総 務 費 4,770 0 4,770

71,000 0 71,000

農 地 総 務 費 748,829 20,300 769,129 ① 土地改良団体指導費 ( 20,300 )

ア　農業水利施設・省エネルギー化推進事業 20,300

土 地 改 良 費 363,509 0 363,509

農 地 調 整 費 1,000,000 0 1,000,000

農山漁村振興課 2,188,988 20,300 2,209,288
合 計

山 村 振 興
対 策 事 業 費

目　　名 補正前の額 補正額 計 摘　　　　　　　　　　　　　要
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（２）繰越明許費

   　 一　般　会　計

（単位：千円）

（川内地区ほか８地区）

計画に関する諸条件による

（那賀東部地区ほか２地区）

計画に関する諸条件による

（上板２期地区ほか１地区）

計画に関する諸条件による

（三軒屋地区ほか４地区）

計画に関する諸条件による

（忌部６期地区ほか１地区）

計画に関する諸条件による

（徳島東部３期地区ほか２地区）

計画に関する諸条件による

　 （芳崎地区ほか６地区）

計画に関する諸条件による

（井ノ口堰地区ほか２４地区）

計画に関する諸条件による

（曽江谷地区ほか４地区）

計画に関する諸条件による

（井ノ久保地区ほか１７地区）

計画に関する諸条件による

（第１金清池地区ほか１７地区）

計画に関する諸条件による

（下板２期地区ほか２地区）

計画に関する諸条件による

計画に関する諸条件による

団体営土地改良事業費 127,560 64,560 63,000

課　　　　名 事　業　名

184,300 115,300

地 盤 沈 下 対 策 事 業 費 150,450 49,450

生 産 基 盤 課

69,000

予　算　額
年 度 内
執 行 予 定 額

翌 年 度
繰 越 予 定 額

農 山 漁 村 振 興 課

林 業 振 興 課

森林環境保全整備事業費 953,789 602,789 351,000

101,000

990,000

農 業 水 利 施 設
保 全 合 理 化 事 業 費

123,050 63,050 60,000

繰　　越　　理　　由

県単独土地改良事業費 178,959 125,959 53,000

中山間地域農村活性化
総 合 整 備 事 業 費

計 363,259 241,259 122,000

計 953,789 602,789 351,000

広 域 営 農 団 地
農 道 整 備 事 業 費

耕地地すべり防止事業費 248,200 98,200

469,100 354,000

農 業 水 利 施 設
保 全 対 策 事 業 費

1,911,260 921,260

県営かんがい排水事業費 89,900

150,000

老朽ため池等整備事業費

447,000 207,000 240,000

経営体育成基盤整備事業費 294,200 160,200 134,000

823,100

31,000

基 幹 農 道 整 備 事 業 費 126,900 56,900 70,000

58,900
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（単位：千円）

課　　　　名 事　業　名 予　算　額
年 度 内
執 行 予 定 額

翌 年 度
繰 越 予 定 額

繰　　越　　理　　由

（大津東部東２期地区）

計画に関する諸条件による

（徳島２８地区ほか３地区）

計画に関する諸条件による

（那賀川左岸地区ほか２地区）

計画に関する諸条件による

（井口地区）

計画に関する諸条件による

（瀬戸漁港ほか１２漁港）

計画に関する諸条件による

（椿泊漁港ほか１漁港）

計画に関する諸条件による

（長原漁港ほか５漁港）

計画に関する諸条件による

（海部地区）

計画に関する諸条件による

（宍喰漁港海岸ほか４漁港海岸）

計画に関する諸条件による

（宍喰漁港）

計画に関する諸条件による

（生実八重地線ほか４９路線）

計画に関する諸条件による

（中の丸線ほか１９路線）

計画に関する諸条件による

（西宇地区ほか４４地区）

計画に関する諸条件による

323,150 250,000

水 産 物 供 給 基 盤
機 能 保 全 事 業 費

367,500 176,500 191,000

県単独漁港漁場整備事業費 12,000

49,011県 単 独 林 道 事 業 費 80,011

137,319 77,319 60,000

広 域 漁 港 整 備 事 業 費 573,150

3,208,000

漁 港 海 岸 保 全 施 設
整 備 事 業 費

279,323

現年発生農地及び農業用
施 設 災 害 復 旧 事 業 費

643,000 563,000 80,000

水域環境保全創造事業費 95,500 45,500

31,000

治 山 事 業 費 1,880,120 864,120 1,016,000

森 林 基 盤 整 備 事 業 費 2,255,215 1,113,215 1,142,000

現 年 発 生 漁 港 施 設
災 害 復 旧 事 業 費

190,000 130,000 60,000

計 6,952,273 3,744,273

41,311

112,323 167,000

29,311

50,000

県管理漁港維持補修費

生 産 基 盤 課

農 地 海 岸 保 全 施 設
整 備 事 業 費

200,000 99,000 101,000

国 営 付 帯 県 営
農 地 防 災 事 業 費

16,150 6,150 10,000

震 災 対 策 農 業
水 利 施 設 整 備 事 業 費

35,900 17,900 18,000

16,000

森林土木・保全課

計画に関する諸条件による

計画に関する諸条件による

特 定 農 業 用 管 水 路 等
特 別 対 策 事 業 費

31,500 15,500
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（単位：千円）

課　　　　名 事　業　名 予　算　額
年 度 内
執 行 予 定 額

翌 年 度
繰 越 予 定 額

繰　　越　　理　　由

（和田地区ほか４地区）

計画に関する諸条件による

（西井川地区ほか２７地区）

計画に関する諸条件による

（ハヤシ地区ほか１２地区）

計画に関する諸条件による

（高越二戸線１号箇所ほか１箇所）

計画に関する諸条件による

79,896 49,896 30,000

39,000

計画に関する諸条件による

計画に関する諸条件による

過 年 発 生 災 害 林 道
復 旧 事 業 費

410,000 210,000 200,000

現 年 発 生 災 害 林 道
復 旧 事 業 費

765,000 695,000 70,000

治 山 維 持 補 修 費

111,760 190,000

災害関連緊急治山事業費 637,000 557,000 80,000

計画に関する諸条件による

県 単 独 治 山 事 業 費 87,619 48,619

合　　　　　計 14,918,942 8,369,942 6,549,000

現年発生治山施設災害
復旧事業費（土木施設）

153,000 83,000 70,000

計 6,649,621 3,781,621 2,868,000

森林土木・保全課

林野地すべり防止事業費 301,760
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２　その他の議案等

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

円 円

県 営 土 地 改 良 事 業 鳴 門 市 地盤沈下対策事業 100,000,000 6,000,000 0.6/10以内

国営付帯県営農地防災事業 15,000,000 1,125,000 1.5/10以内

小 計 115,000,000 7,125,000 ―

小 松 島 市 県営かんがい排水事業 65,000,000 6,500,000 2.25/10以内

経営体育成基盤整備事業 21,590,000 2,159,000 1/10以内

小 計 86,590,000 8,659,000 ―

阿 南 市 広域営農団地農道整備事業 70,000,000 7,000,000 1/10以内

中山間地域農村活性化総合整備事業 45,000,000 5,625,000 1.5/10以内

経営体育成基盤整備事業 155,410,000 15,541,000 1/10以内

老朽ため池等整備事業 362,000,000 29,350,000 1.1/10以内

小 計 632,410,000 57,516,000 ―

吉 野 川 市 基幹農道整備事業 60,000,000 5,160,000 0.86/10以内

広域営農団地農道整備事業 120,000,000 12,000,000 1/10以内

老朽ため池等整備事業 57,300,000 9,168,000 1.6/10以内

小 計 237,300,000 26,328,000 ―

（１）  受益市町負担金

　   ア　令和７年度県営土地改良事業費に対する受益市町負担金について

　   　令和７年度県営土地改良事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

事業費を増額又
は減額した場合
は、事業費に対す
る負担金の割合に
応じ、知事は負担
金を増額又は減額
することができ
る。
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事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

円 円

阿 波 市 経営体育成基盤整備事業 40,000,000 4,000,000 1/10以内

老朽ため池等整備事業 30,000,000 3,300,000 1.1/10以内

小 計 70,000,000 7,300,000 ―

美 馬 市 広域営農団地農道整備事業 1,000,000 100,000 1/10以内

老朽ため池等整備事業 96,640,000 17,062,400 2/10以内

特定農業用管水路等特別対策事業 30,000,000 3,000,000 1/10以内

小 計 127,640,000 20,162,400 ―

三 好 市 中山間地域農村活性化総合整備事業 30,000,000 4,500,000 1.5/10以内

老朽ため池等整備事業 35,000,000 5,350,000 1.6/10以内

小 計 65,000,000 9,850,000 ―

勝 浦 町 基幹農道整備事業 58,000,000 4,988,000 0.86/10以内

広域営農団地農道整備事業 97,500,000 9,750,000 1/10以内

小 計 155,500,000 14,738,000 ―

上 勝 町 広域営農団地農道整備事業 97,500,000 9,750,000 1/10以内

那 賀 町 広域営農団地農道整備事業 20,000,000 2,000,000 1/10以内

中山間地域農村活性化総合整備事業 55,000,000 7,150,000 1.5/10以内

小 計 75,000,000 9,150,000 ―
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事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

円 円

海 陽 町 老朽ため池等整備事業 11,000,000 880,000 0.8/10以内

松 茂 町 地盤沈下対策事業 30,000,000 1,800,000 0.6/10以内

藍 住 町 地盤沈下対策事業 10,000,000 600,000 0.6/10以内

板 野 町 老朽ため池等整備事業 20,000,000 3,200,000 1.6/10以内

上 板 町 県営かんがい排水事業 20,144,000 5,036,000 2.5/10以内

つ る ぎ 町 広域営農団地農道整備事業 10,000,000 1,000,000 1/10以内

東みよし町 老朽ため池等整備事業 64,000,000 4,693,333 1.1/10以内
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　   イ　令和７年度広域漁港整備事業費等に対する受益市町負担金について

  　 　令和７年度広域漁港整備事業費等の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

円 円

広域漁港整備事業等 鳴 門 市 水産物供給基盤機能保全事業 30,000,000 4,200,000

阿 南 市 広域漁港整備事業 400,000,000 56,000,000

水産物供給基盤機能保全事業 10,000,000 1,400,000 14

小 計 410,000,000 57,400,000 ―

牟 岐 町 広域漁港整備事業 150,000,000 15,000,000

美 波 町 水産物供給基盤機能保全事業 113,000,000 15,820,000

海 陽 町 水産物供給基盤機能保全事業 100,000,000 14,000,000

県単独漁港漁場整備事業 36,745,000 7,349,000 20

小 計 136,745,000 21,349,000 ―

松 茂 町 水産物供給基盤機能保全事業 70,000,000 9,800,000

％

14 事業費を増額又
は減額した場合
は、事業費に対す
る負担金の割合に
応じ、知事は負担
金を増額又は減額
することができ
る。

14

10

14

14

14
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　   ウ　令和７年度県営林道開設事業費に対する受益市町負担金について

　   　令和７年度県営林道開設事業費の一部を次のとおり受益市町に負担させるものとする。

事 業 の 名 称 負 担 市 町 事 業 内 容 事 業 費 負 担 金
事業費に対
する負担金
の割合

付 記

円 円 ％

県 営 林 道 開 設 事 業 美 馬 市  森林基幹道 390,000,000 41,730,000 10.7

三 好 市  森林基幹道 189,000,000 20,223,000 10.7

那 賀 町  森林基幹道 320,000,000 34,240,000 10.7

海 陽 町  森林基幹道 150,000,000 16,050,000 10.7

事業費を増額又
は減額した場合
は、事業費に対す
る負担金の割合に
応じ、知事は負担
金を増額又は減額
することができ
る。
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（２） 令和６年度決算に係る資金不足比率の報告について（林業振興課）                     
 

      地方公共団体の財政の健全化に関する法律第２２条第１項の規定により、令和６年度決算に係る資金不足比率を 

  監査委員の意見を付けて次のとおり報告する。  
 

 

 

 

 

 

 

（備考）資金不足額がないため、「－」と記載した。 

 

 

  

会    計    名  資金不足比率 

 
徳島県港湾等整備事業特別会計 

 

％  

－    
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徳監第２０２９号 

令和７年９月２日 

 

 

 

徳島県知事 後藤田 正 純 殿 

 

 

 

徳島県監査委員  鹿 山 公 弘 

同        大  西 康 生 

同        福  山 正 啓 

同        井  村 保 裕 

同        平  山 尚 道 

 

 

 

令和６年度決算に係る徳島県健全化判断比率及び資金不足比率の 

審査意見について 

 

 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の規定に基づき審査に付された健全化判断比率及び同法第 

２２条第１項の規定に基づき審査に付された資金不足比率について、次のとおり意見書を提出します。 
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資金不足比率審査意見書  

 

 第１ 監査等の種類 

        資金不足比率の審査 

 

 第２ 審査の対象 

        令和６年度徳島県特別会計及び公営企業会計の決算等に基づき、知事から提出された資金不足比率及びその算定 

   の基礎となる事項を記載した書類 

 

 第３ 審査の着眼点 

      ・提出された資金不足比率は、法令等に照らし、算出過程に誤りがないか 

   ・その算定の基礎となる事項を記載した書類は、適正に作成されているか 

 

  第４ 審査の実施内容 

        審査に当たっては、徳島県監査基準（令和２年３月６日徳島県監査委員告示第１号）に準拠し、比率の算定に必 

   要な決算書及び参考資料の確認を行うとともに、関係資料の提出を求め、関係職員の説明を聴取並びに既に実施し 

   た定期監査、決算審査及び現金出納検査の結果に基づいて実施した。 

 

 第５ 審査の結果及び意見 

        審査に付された資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類は、いずれも法令に適合し、かつ、 

   正確であることが認められた。 

    今後も経営の健全化に努められたい。  
会 計 名  令和６年度  

資金不足比率  
経営健全化基準  

 
徳島県港湾等整備事業特別会計  

％  
－  

％  
２０  

徳島県病院事業会計  －  ２０  
徳島県電気事業会計  －  ２０  
徳島県工業用水道事業会計  －  ２０  
徳島県土地造成事業会計  －  ２０  
徳島県駐車場事業会計  －  ２０  
徳島県流域下水道事業会計  －  ２０  

（注）資金不足比率は、資金不足額がないため、「－」と記載した。  
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